
 

第１０期 館林市分別収集計画 

 

令和４年１０月３日 

 

１ 計画策定の意義 

快適でうるおいのある生活環境の創造のためには、大量生産、大量消費、大量廃

棄に支えられた社会経済・ライフスタイルを見直し、循環型社会を形成していく必

要がある。そのためには、社会を構成する主体がそれぞれの立場でその役割を認識

し、履行していくことが重要である。 

本市では、ごみの減量、資源化に向けて、１９品目の分別収集を行っているほか、

ごみ減量化器具や集団回収に対する助成制度を実施している。しかし、現状では燃

やせるごみに占める紙類・プラスチック類の割合が多く、前分別収集計画における

見込み量と実績数値にかい離が見られるなど課題もある。 

本計画はこのような状況のなか、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等

に関する法律（以下「法」という）第８条に基づいて一般廃棄物の大半を占める容

器包装廃棄物を分別収集し、及び地域における容器包装廃棄物の３Ｒ（リデュース・

リユース・リサイクル）を推進し、最終処分量の削減を図る目的で、市民・事業者・

行政それぞれの役割や、具体的な推進方策を明らかにし、これを公表することによ

り、すべての関係者が一体となって取り組むべき方針を示したものである。 

 本計画の推進により、容器包装廃棄物の３Ｒを推進することによって、廃棄物の

減量や最終処分場の延命化、温室効果ガスの削減、資源の有効利用が図られ、循環

型社会の形成が図られるものである。 

 

２ 基本的方向 

 平成５年１０月から実施された資源ごみ分別収集制度を発展拡充しながら、容器

包装廃棄物の排出抑制、再使用及びリサイクルを基本に、全ての関係者が一体とな

った取組による環境負荷の低減を図るものとする。 

 

３ 計画期間 

 本計画の計画期間は令和５年４月を始期とする５年間とし、３年ごとに改定する。 

 

４ 対象品目 

 本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、ガラス製容

器（無色、茶色、その他）、飲料用紙製容器、段ボール、紙製容器包装、ペットボト



ル及びプラスチック製容器包装を対象とする。 

 

５ 各年度における容器包装廃棄物の排出量の見込み（法第８条第２項第１号） 

 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 

容器包装廃棄物 1,846.2t 1,820.4t 1,794.5t 1,778.6t 1,762.4t 

 

６ 容器包装廃棄物の排出の抑制を促進するための方策に関する事項 

（法第８条第２項第２号） 

 容器包装廃棄物の排出の抑制の促進を図るため、以下の方策を実施する。なお、

実施に当たっては、市民、事業者、再生事業者等がそれぞれの立場から役割を分担

し、相互に協力・連携を図ることが重要である。 

 また、当市廃棄物減量等推進審議会において容器包装の排出抑制方策を検討する。 

 

⑴ 環境教育、啓発活動の充実 

  学校や地域社会と連携したごみ処理施設の見学会や出前講座、各種イベント、

広報紙などあらゆる機会を活用し、市民、事業者に対して、ごみ排出量の増大、

最終処分場のひっ迫、ごみ処理に要する経費の急増等ごみ処理の状況についての

情報を提供し、認識を深めてもらう。さらに、ごみの排出抑制、分別排出、再生

利用の意義及び効果並びに温室効果ガス削減等の環境負荷低減の効果、ごみの適

切な出し方等に関する教育啓発活動に積極的に取り組む。 

 

⑵ 買い物袋の持参の徹底、過剰包装の抑制、販売包装の有料化に向けた検討 

 繰り返し使用が可能な買い物袋（マイバッグ）の持参の徹底等の普及啓発、事

業者を含む関係者と連携し、スーパーマーケット等の小売店での包装の簡素化を

推進する。 

 

⑶ マイボトルの積極的な利用の促進 

事業者と協定を結び、市の公共施設などに、マイボトルで水を入れることがで

きる給水スポットを設置し、活用を呼びかけ、使い捨てプラスチックごみの削減

を推進する。 

 

⑷ ペットボトルの水平リサイクルの推進 

 環境負荷の少ない循環型社会を実現するため、飲料メーカーと協定を結び、家

庭から収集するペットボトルを繰り返しペットボトルにリサイクルし、水平リサ

イクルを推進する。 



 

⑸ 「プラスチック・スマート」キャンペーンへの登録 

出前講座や啓発資料の発行により、不必要な使い捨てプラスチックの排出抑制

の取組等を実施し、環境省が展開する「プラスチック・スマート」キャンペーン

に登録することにより“プラスチックとの賢い付き合い方”について内外に発信

する。 

 

⑹ 再生資源活用・環境に配慮した商品の購入 

 リターナブル容器、再生資源を原材料とした製品の積極的な利用、販売及びエ

コマーク商品や詰め替え用商品の購入促進により、容器包装の排出抑制を図る。 

 

７ 分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物の収集

に係る分別の区分（法第８条第２項第３号） 

 最終処分場の残余容量、廃棄物処理施設の整備状況及び再商品化計画等を総合的

に勘案し、分別収集をする容器包装廃棄物の種類を下表左欄のように定める。 

 また、市民の協力度、館林市が有する収集機材、選別施設等を勘案し、収集に係

る分別の区分は、下表右欄のとおりとする。 

分別収集する容器包装廃棄物の種類 収集に係る分別の区分 

主としてスチール製の容器 

主としてアルミ製の容器 
缶 

主として   無色のガラス製容器 

ガラス製の  茶色のガラス製容器 

容器     その他のガラス製容器 

 

ガラスびん 

主として紙製の容器であって飲料を充て

んするためのもの（原材料としてアルミニ

ウムが利用されているものを除く。） 

 

飲料用紙パック 

主として段ボール製の容器 段ボール 

主として紙製の容器包装であって上記以

外のもの 
雑紙 

主としてポリエチレンテレフタレート製

の容器であって飲料、しょうゆ等を充てん

するためのもの 

 

ペットボトル 

主としてプラスチック製の容器包装であ

って上記以外のもの 
プラスチック類 



８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器

包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込み 

（法第８条第２項第４号） 

   
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

主としてスチール製

の容器 
72.9 t 71.9 t   70.8 t 70.2 t  69.6 t 

主としてアルミ製の

容器 
110.4 t 108.9 t 107.3 t 106.4 t 105.4 t 

 

無色のガラス製容器 

(合計) 206.1 t (合計) 203.2 t (合計) 200.3 t (合計) 198.6 t (合計)196.8 t 

(引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) 

 206.1t  203.2t  200.3t  198.6t  196.8t 

 

茶色のガラス製容器 

(合計) 187.0 t (合計) 184.4 t (合計) 181.7 t (合計) 180.1 t (合計) 178.5 t 

(引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) 

 187.0t  184.4t  181.7t  180.1t  178.5t 

その他のガラス製容

器 

(合計)  89.1 t (合計)  87.8 t (合計)  86.6 t (合計)  85.8 t (合計)  85.0 t 

(引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) 

 89.1t  87.8t  86.6t  85.8t  85.0t 

主として紙製の容器で

あって飲料を充てんす

るためのもの（原材料

としてアルミニウムが

利用されているものを

除く。） 

2.9 t 2.9 t   2.9 t 2.8 t  2.8 t 

主として段ボール製

の容器 
468.2 t 461.6 t  455.1 t 451.0 t 446.9 t 

主として紙製の容器

であって上記以外の

もの 

(合計) 254.7 t (合計) 251.1 t (合計) 247.6 t (合計) 245.4 t (合計) 243.1 t 

(引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) 

 254.7t  251.1t  247.6t  245.4t  243.1t 

主としてポリエチレン

テレフタレート（PET）

製の容器であって飲料

又はしょうゆその他主

務大臣が定める商品を

充てんするためのもの 

(合計) 240.7 t (合計) 237.4 t (合計) 234.0 t (合計) 231.9 t (合計) 229.8 t 

(引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) 

 240.7t  237.4t  234.0t  231.9t  229.8t 

主としてプラスチッ
ク製の容器包装であ
って上記以外のもの 

(合計) 214.2 t (合計) 211.2 t (合計) 208.2 t (合計) 206.4 t (合計) 204.5 t 

(引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) 

214.2t  211.2t  208.2t  206.4t  204.5t  

 
 
 

（うち白色トレイ） 

(合計)    t (合計)    t (合計)    t (合計)    t (合計)    t 

(引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) 

          



 

９ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器

包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込みの算定

方法 

特定分別基準適合物等の量及び容器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主

務省令で定める物の量の見込み 

 

＝直近年度の分別基準適合物等の収集実績×人口変動率 

人口変動率は、令和４年度までの実績値と、館林市第６次総合計画における令和

７年度及び令和１２年度の人口推計値を元に按分し算出した。 

 見込みの算定に用いる人口変動率 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

 73,619人 

（対前年度比） 

  98.6％ 

   72,585人 

（対前年度比） 

    98.6％ 

  71,552人 

（対前年度比） 

   98.6％ 

  70,912人 

（対前年度比） 

   99.1％ 

  70,271人 

（対前年度比） 

   99.1％ 

 

10 分別収集を実施する者に関する基本的な事項（法第８条第２項第５号） 

 分別収集は、現行の収集体制を活用して行う。 

 なお、現在、子ども会などの市民団体が行っている、紙類をはじめとする集団回

収については、引き続き活動を支援する。 

 

11 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項（法第８条第２項第６号） 

 令和２年度に整備したストックヤードや民間施設の活用を図る。 

 

12 その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項 

⑴ 市民や事業者代表等からなる館林市廃棄物減量等推進審議会にて、容器包装廃

棄物の分別収集を円滑かつ効率的に実施していくための方策を検討する。 

⑵ 地域における３Ｒ運動を推進するために、館林市廃棄物減量等推進員による分

別収集の推進を図る。 

⑶ 子ども会等の市民団体による集団回収を促進するため、助成金の交付を継続す

る。 

⑷ この計画は市ホームページへ掲載することによって公表し、市民や事業者に広

く周知を図る。 

⑸ 毎年度、分別収集計画記載事項の実績を確認及び記録し、３年後の計画改定時

には、その記録を基に事後評価を行うこととする。 


